西川町立病院改革プラン

平成２１年２月

西  川  町
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Ⅰ　町立病院改革プランの策定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　改革プラン策定の趣旨
　自治体病院などをはじめとする公立病院は、それぞれの地域における基幹的な医療機関として地域医療の確保のため重要な役割を担っている。しかしながら、近年、多くの公立病院において診療報酬の改訂などにより経営状況が悪化するとともに、医師不足に伴い診療体制の縮小が行われるなど、医療供給体制の確保が極めて困難な状況となっている。
　そこで国は、「経済財政改革の基本方針」（平成１９年６月１９日閣議決定）において、社会保障改革の一環として公立病院改革に取り組むことを明記した。又、総務省は、平成１９年に各自治体に対しガイドラインを示し「経営指標に関する数値目標を設定した改革プランを策定するよう促す」こととした。
　このような中で、平成１９年１２月に総務省から「公立病院改革ガイドライン」が示され病院事業を設置している地方公共団体は、２０年度内に「公立病院改革プラン」を策定することが義務付けられた。
　本改革プランは、改革ガイドラインの趣旨を踏まえ地域において必要な医療機能を確保するとともに、収益の確保と費用の縮減を図り、経営の健全化に向けた取組みを行うことにより、質の高い医療を安定的に供給できる体制を構築するために策定する。
尚、本プランは、社会情勢や経営環境の変化が生じた場合には、必要な見直しと修正を行うものとする。
２　計画の期間

　プランの計画期間は、平成２１年度から平成２５年度までの５年間とし、プランの進捗状況を管理するため、次のとおり「前期」と「後期」に区分する。
　　　前　期　：　平成２１年度から平成２３年度まで
　　　後　期　：　平成２４年度から平成２５年度まで
◇改革ガイドライン上の対象期間

	○前期　　改革に係る三つの視点うち、経営効率化に係る部分についての対象期間（3年）
　　　　　※原則的に経営効率化に係る数値目標を達成させるための計画期間

○後期　　改革に係る三つの視点うち、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しについて、前期の期間を含め、対象とする期間（3年プラス2年）
　　　　　※実現までに各関係機関との調整や一定の期間が必要となることから後期と位置付けた期間


３　町立病院の現状

　町立病院、付属診療所の概要及び現状は、別紙のとおりである。
　【付属資料１】　町立病院の概要及び現状
　　　病　院　：　西川町立病院　　　　　　　　　S32.05開設
　　　診療所　：　西川町立岩根沢診療所　　　　　S44.11開設
　　　　　　　：　西川町立小山診療所　　　　　　S36.08開設
　　　　　　　：　西川町立大井沢診療所　　　　　S37.08開設
Ⅱ　町立病院の果たすべき役割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　町立病院の役割
　過去に４つの民間診療所が町内には存在したが、平成１８年４月に最後の医院が無くなり、本病院は町内唯一の医療機関となった。道路交通網や除雪体制が完備されたとはいえ、町外の医療機関に通院するには、片道３０分～６０分或いは場所によっては９０分程度を要するもので、患者の足、特に高齢者の立場になればほぼ一日掛かりとなり、２４時間いつでも医療が受けられるという安心感は、地域に生活する町民にとって心の支えある。
　こうした現状において本病院は、過疎地のへき地医療に携わり又、救急告示病院として地域医療における役割を果たすとともに、予防と診療或いは介護や福祉なども含めた地域包括医療を提供し、良質で信頼される継続的な医療提供の役割を担うものである。
　町民の命を守り命を支える本病院は、まさに重要な社会生活基盤の一つであり自立の町づくりを歩んでいる本町にとってその存続は、心のよりどころ、生命線である。

尚、今後においても果たすべき主な医療は次のとおりである。
　　◇　へき地医療（かかりつけ医の充実）
　　◇　救急医療
　　◇　人工透析

　　◇　訪問診療、訪問看護、訪問リハなどの在宅医療

　　◇　人間ドックや健診

　　◇　診療や健診と合わせた健康管理、健康指導
　　◇　住民への健康教育など
２　付属診療所の役割
　原則的に地域住民の医療ニーズがある間は、きめ細かい医療を提供し診療所を存続するものとする。しかしながら、今後において大幅な患者数の減少も予想されることから、「新町営バス運行計画」などとの関係調整も踏まえ、改めて診療所のあり方を再検証する。
前　期　：　改廃も含めた診療所のあり方の検討

後　期　：　改廃も含めた診療所のあり方の検討

　◇山形県地域保健医療計画上の位置付け
	○医療圏の特性に応じた役割分担と連携による効率的な医療提供

１地域における一般的な外来・入院等の医療提供機能
２一次医療を補完する機能

３地域住民の健康診断や健康づくり、保健指導など

４住民の生活環境等を踏まえた療養環境確保のための、医療・福祉・介護との調整機能

５二次救急医療機関
○４疾病５事業における医療連携体制の整備
　１生活習慣病の回復期や維持期における医療提供体制

　２救急医療やへき地医療提供体制
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一次医療機関　　日常的な病気や外傷の手当を行う診療所など。本病院は二次医療機関であり、専門性のある外来診療と入院医療を提供
　　二次救急医療　　入院設備のある救急告示病院
Ⅲ　一般会計の負担の考え方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　一般会計の負担の考え方
　病院事業に対する一般会計の負担は、総務省自治財政局長通知「地方公営企業繰出金について」の繰出基準を基本とする。又、町立病院に求められる役割を果たす上で必要と認められる経費のうち、効率的な病院運営による収入及び繰出基準による繰出金を充ててもなお不足する部分については、一定の範囲を限度として一般会計の負担とする。
２　繰出基準

　繰出基準は、別添のとおりで、各項目ごとに繰出し金を算定する。
　【付属資料２】　繰出基準

Ⅳ　経営の効率化に係る計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　数値目標
　経営の効率化に向けた取組みと効果を確認するため、前期の計画期間内の数値目標を次のとおり設定する。
　①財務に係る数値目標

経常収支比率

	H19実績
	H20見込
	H21目標
	H22目標
	H23目標

	１００．１
	１００．２
	１００．５
	１００．２
	１００．１


○経常黒字化を維持する

職員給与費対医業収益比率

	H19実績
	H20見込
	H21目標
	H22目標
	H23目標

	７０．５
	７４．２
	７３．６
	７２．５
	７２．７


○職員給与費対医業収益比率７０％を目指す

病床利用率

	H19実績
	H20見込
	H21目標
	H22目標
	H23目標

	５５．１
	５５．４
	５６．０
	５７．０
	５８．０


○病床利用率６０％を目指す

　②医療機能に係る数値目標

日平均外来患者数

	H19実績
	H20見込
	H21目標
	H22目標
	H23目標

	１５９．９
	１６１．０
	１６１．０
	１５７．０
	１５７．０


○日平均外来患者数１６０人を目指す

平均在院日数

	H19実績
	H20見込
	H21目標
	H22目標
	H23目標

	１９．０
	１６．７
	２０．０
	２０．０
	２０．０


○入院基本料１０対１の基準内の日数
２　目標達成に向けての具体的な取組み
◇民間的経営手法の導入
　　委託業務について、再度、見直し業務範囲の拡大を図る。
◇事業規模・形態の見直し
　本町にとって当病院の存続は、町民の安全で安心な暮らしを支えるために重要である。とりわけ、町内唯一の医療機関、入院設備のある医療機関或いは、救急医療を担う救急告示病院としての医療機能は必須である。又、平均病床利用率は６０％を下回っている状況にはあるが、昨年１０月期には一時的ではあれ８０％を超える利用率となり、入院患者の個々の要望に応えることができたものである。
　これらのことから、本病院については、現在のままの事業規模と形態とし一般病床数５１床は可能な限り確保する。
前　期　：　救急告示病院　　一般病床　　５１床

○病床数と有床診療所化への検討
　　　計画期間内において、予想見込み入院患者数が次の数値を下回ったときには、病床数の検証を行い適正な病床数に見直すとともに、有床診療所化への具体的な検討を行う。
　　　　　　　　　年平均入院患者数　　　２５人／日
◇経費削減・抑制対策
　○人件費の適正化

　　　病院の医療機能や規模に合わせた職員配置を行うとともに、時間外勤務手当、特殊勤務手当などの見直しを行い、人件費の適正化に努める。
　○医薬品、診療材料費等の削減と在庫管理の徹底

　　　医薬品や診療材料購入費の削減を図るため、購入手法や購入品の規格などを改訂し又、採用品目数の見直しなどにより適正な在庫量に努める。
　○委託業務の見直し

　　　これまでの委託業務とともに新たな委託業務の可能性、採算性の検討を行うとともに、業務の安全性や信頼性を踏まえた中で業務の効率化を図る。
　　○職員意識改革

　　　職員の意識改革を更に進め、日々日常の中から経費削減のための行動を恒常的に実施するよう努める。
前　期　：　日々日常活動における経費削減活動（年見込み額５百万円）
◇収入増加・確保対策

　　施設基準の入院基本料等の見直しを行う。又、診療報酬の請求漏れや減点対策を徹底するとともに、未収金対策を強化する。
前　期　：　入院基本料　１３対１　⇒　１０対１
　：　保険適用外（自由）診療費等の改定

◇その他の対策

　　医療の信頼性と医療水準を確保するため、医療機器の適切な保守管理と計画的に医療機器の更新を図る。又、医療スタッフの確保や人材育成に積極的に取り組む。
前　期　：　医療機器の計画的な更新と管理
　：　職員の資質向上のための積極的な研修等への参加
３　各年度の収支計画
　経営効率化の目標年次となる平成２３年度までの収支計画の見込みは、一般会計からの繰入金を含め別紙のとおりである。
　【付属資料３】　決算状況及び収支計画（平成２１～２３年度）
Ⅴ　再編・ネットワーク化に係る計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　平成２０年３月「県保健医療計画」の改訂も踏まえ、それぞれの医療機関の役割分担と連携、ネットワーク化の必要性を重要視し、村山二次医療圏内の西村山地域及び北村山地域を中心とした地域における患者の受診動向や病床利用率を考慮して、今後の再編・ネットワーク化のあり方について、関係機関による協議、検討を実施する。
　又、本病院の有床診療所化などや付属診療所の改廃についても、併せて検討する。

前　期　：　関係機関による協議、検討

　　　後　期　：　関係機関による協議、検討と手法の決定

Ⅵ　経営形態の見直しに係る計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本病院の経営規模や地理的な条件から、経営形態の見直しに係る選択肢は限られたもので、町内の唯一の医療機関として医療機能を継続的に安定的に提供することが重要である。

現時点で最も現実的な「公営企業法の全部適用」の導入ついて、今後の再編・ネットワーク化のあり方とも絡めた関係機関による協議、検討を行い、計画期間内に具体的な見直し手法を決定する。
　　　前　期　：　関係機関による協議、検討
　　　後　期　：　関係機関による協議、検討と手法の決定と導入
　◇ガイドラインにおける経営形態見直し係る選択肢

	１地方公営企業法の全部適用
２非公務員型の地方独立行政法人化
３指定管理者制度の導入
４民間譲渡


Ⅶ　実施状況の点検、評価、公表など　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　改革プランの実施状況について、新規の病院事業内部機関や一般行政内部機関及び町監査委員の点検、評価を経て、町議会に報告のうえ毎年１１月末までに「町報」「町ホームページ」などで公表する。
　　　前　期　：　病院事業内部に新たに委員会を設置し、点検・評価
　　　後　期　：　同　上
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